
記載要領 

就労人数調査票（様式１）について 

 

 

 

 

（問１）事業所について 

・多機能型事業所を運営している場合は、運営している事業種別をすべて選択してください。 

 

（問２）定員について 

・平成 26年 3月 31日時点の運営規程に定めている定員を事業ごとに記入してください。 

 

（問３）利用者について 

・平成 25年 4月 1日から平成 26年 3月 31日まで契約した延べ利用者数を事業ごとに記

入してください。 

 

（問４）就労状況について 

・平成 25年度中に廃止した事業所であっても、就労人数の報告対象となります。 

 

・平成 25年 4月 1日から平成 26年 3月 31日の間に、一般企業に就労した人数を記入し

てください。 

 

・就労継続支援A型の利用者を就労人数に含まないよう、ご留意ください。 

 

・トライアル雇用期間中の方は就労人数に含まないようにしてください。ただし、トライア

ル雇用期間終了後、雇用に至った場合は就労人数としてカウントしてください。 

 

（問５）定着状況について 

・ここでいう、定着とは企業に雇用されてから 6か月経過又は 6か月経過後も引き続き就労

している者をいいます。 

 

 

 

この調査の対象事業所は、平成 26年 3月 31日までに指定を受けた就労移行支援、

就労継続支援Ａ型及び就労継続支援 B型が対象となります。 

＜留意事項＞ 

利用者が事業所の利用の際に参考となるよう、本調査で得られた各事業所・施設ごとの概要及び

一般就労移行者数について、今後公表しますのでご承知おきください。 

資料２ 



記入者

（問１）事業所について記入してください。  ※主たる事業所に従たる事業所がある場合は、主たる事業所へ集約してください。

就労移行支援 就労継続支援Ａ型 就労継続支援Ｂ型

人 人 人

就労移行支援 就労継続支援Ａ型 就労継続支援Ｂ型

人 人 人

就労移行支援 就労継続支援Ａ型 ※企業に就職した人数を記入 就労継続支援Ｂ型

人 人 人

※トライアル雇用期間中の方は人数に含まれません。トライアル雇用期間終了後、雇用に至った場合は就労人数に含んでください。

就労移行支援

人 人 人

人 人 人

就労継続支援Ａ型

人 人 人

人 人 人

就労継続支援Ｂ型

人 人 人

人 人 人

人 人

人 人

人 人

人

人 人 人

※定着とは一般企業に就労してから6か月又は6か月経過後も引き続き就労している者をいいます。

（２）（１）で記入した者のうち、就職から離職までの期間について、人数を記入してください。

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

※平成25年4月1日から平成26年3月31日までに契約した利用者数を記入してください。

（問２）平成26年3月31日時点の事業別の定員について記入してください。

※運営規程に定めている定員を記入してください。

（問３）平成26年3月31日時点の事業別の利用者について記入してください。

開始年月日又は
新体系事業移行年月日

人数人数 市町村名市町村名

～ ≪ 以下は移行支援事業所のみ記入してください ≫ ～

（３）（１）で記入した就労した者の、居住地（支給決定を受けている）の市町村名及び人数を記入してください。

（１） 平成25年度（平成25年4月1日～平成26年3月31日）に一般企業に就労した人数を記入してください。

（２）（１）で記入した就労した者のうち、利用者の障がい種別を記入してください。※重複している場合は主たる障がい種別で記入をお願いします。

発達障がい

身体障がい 精神障がい

高次脳機能障がい 難 病

知的障がい

身体障がい 知的障がい 精神障がい

発達障がい

                            宛先          市              課       あて
             ＦＡＸ          －             －

主たる事業所名

代表者名

１．就労移行支援    ２．就労継続支援Ａ型    ３．就労継続支援Ｂ型

就労人数調査票

（様式１）

従たる事業所名

            上記事業を  多機能型  ・  単独   で運営している
※１ 事業種別

事業所所在地

電話番号

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

〒

（問５）定着状況について記入してください。 

（１）平成23年から平成25年までに、就職した人数について、年度別に記入してください。

平成23年度に就職した者
（平成23年4月1日～平成24年3月31日）

平成24年度に就職した者
（平成24年4月1日～平成25年3月31日）

平成25年度に就職した者
（平成25年4月1日～平成26年3月31日）

平成26年3月31日現在
就労継続中の者

離職までの期間が
半年未満

離職までの期間が
半年～1年未満

離職までの期間が
1年～3年未満

未把握・不明

平成23年度に就職した者
（平成23年4月1日～平成24年3月31日）

平成24年度に就職した者
（平成24年4月1日～平成25年3月31日）

平成25年度に就職した者
（平成25年4月1日～平成26年3月31日）

高次脳機能障がい 難 病

（問４）平成２５年度における就労状況について記入してください。

身体障がい 知的障がい 精神障がい

発達障がい 高次脳機能障がい 難 病



就労移⾏⽀援事業所の就労移⾏実績等の公表について 資料２

【概要】

【公表時期・方法】

【公表項目】

【他府県の公表状況との比較】 ※HPによる把握

事業所名 就労人数 就労者の障がい種別 職場定着状況 施設定員 所在地 開設年⽉⽇ ゼロの実績
鳥取県 ○ ○ - - - - - - 年2回
山口県 ○ ○ - - ○ ○市町村名 ○ ○ 年1回
北海道 ○ ○ - - - ○ - - 年1回

   
大阪府案 〇 〇 〇 〇(H28〜) 〇 〇市町村名 〇 〇 年1回

【公表に向けた調整スケジュール】
H26.4 H26.6 H26.8 H26.10 H26.12 H27.2 H27.4 H27.6

★部会
項目

H26年度第１回就労⽀援部会にて、公表案の審議

 就労系障がい福祉サービスの利⽤者サービスの向上の視点に⽴ち、府においては、就労⽀援部会の議論や他府県の公表状況も鑑み、就労移⾏⽀援事業所における⼀
般就労者数等の公表を、平成２７年度以降、毎年度１回⾏うものとする。
 なお、⼀般就労移⾏者の障がい種別内訳(⾝体・知的・精神・発達・難病・⾼次脳機能障がい)、就職後6カ⽉後の職場定着率(過去3年度分)までの公表は、全国初
となる⾒込み。
 ただし、就職後6カ⽉の職場定着率の公表については、平成28年度以降に⾏う。（平成26年度⼀般就労移⾏者の実績を平成27年度から公表する予定のため、その
者の職場定着率の公表は１年遅れとする。）

 就労移⾏⽀援事業所名、就労⼈数(ゼロの事業所含む)、就労⼈数の障がい種別都との内訳⼈数、就職後6か⽉の職場定着率(過去3年度)、施設定員、施設の所
在地市町村名、施設開設年⽉⽇

-

-

都道府県名 公表内容 A型B型など就労移⾏⽀援以外
の就労系福祉ｻｰﾋﾞｽの就労実績 公表頻度

○

○

 毎年度7⽉頃に、前年度実績を⼀覧にし、⼤阪府庁ホームページに掲載する。

市町村ヒアリングでの市町村との意⾒交換・周知
H26上半期実績の就労人数調査で事業所への周知(2回目)

H25就労人数調査で事業所への周知(1回目)

H26就労人数調査で事業所への周知(3回目)
H26年度⼀般就労移⾏実績等のとりまとめ・公表


